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『精神保健医療福祉の更なる改革に向けて』,概要
～「今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会J報告書 (座長:樋口輝彦 国立精神・神経センター)～
「精神保健医療福祉の改革ビジョン」(平成16年9月から概ねJQ年間)の中間点において、
後期5か年の重点施策群の策定に向け、有識者による検討をとりまとめ 【平成21年9月 】

◎ 精神疾患による、生活の質の低下や社会経
済的損失は甚大。

◎ 精神障害者の地域生活を支える医療・福祉等
の支援体制が不十分。

◎ 依然として多くの統合失調症による長期入院
患者が存在。これは、入院医療中心の施策の
結果であることを、行政を含め関係者が反省.

● 「改革ビジョン」の「入院医療中心から地域生活中心ヘ
という基本理念の推進
● 精神疾患にかかった場合でも
“質の高い医療
・症状・希望等に応じた、適切な医療・福祉サービス
を受け、地域で安心して自立した生活を継続できる社会
● 精神保健医療福祉の改革を更に加速

|:|:人員0充実等I=よる医療の質の向1上

現状

三締 昨扮

●患者が早期に支援を受けら
れ、精神障害者が地域の住民と
して暮らしていけるような、精神
障害に関する正しい理解の推進

|==■ 1■ ||14111,■ ,|■111 目標饉

●統合失調症入
院患者数を15万
人に減少くH26>
●入院患者の退
院率等に関する
目標を継続し、
精神病床約7万

床の減少を促
進。

鏡精神病床入院患者の在院期間
:■ ■ |■ |.lilll ■   
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||「 | ■年未満‐1  1～ 5年  |`～■o年 五年以上不詳 :

機統合失調症による年齢別入院患者数 (現状と将来推計)

舎精神病床入院患者の退院の可能性 (医療機関による評価)

く人口千人当たり病床数)

S統合失調症
歴史的な長期入院患者が存在
地域移行と地域生活の支援が課題

磯認知症

高齢化に伴い急速に増加
精神科病院への入院が長期化する傾向
書気分障害(うつ病等)
患者数が大きく増加 自殺対策とも関連
苺精神・身体合併症
精神疾患患者の高齢化に伴つて増加

等



◇精神保健医療の水準の向上

3匿輩躍彗買写率琴蔓L■

●統合失調症入院患者数の目標値●平均残存率・退院率
19.6万人くH17>→ 13万人くH26>の目標により精神病床
(認知症はH23年度までに設定)約 7万床の減少を促進

①入院医療の再編・重点化

○ 患者の状態像や病棟の機能に応じた人員基準・評価の充実、医療法に基づく人員配置標準の見直し等による

精神病床の医療の質の向上。

<統合失調症>
○ 今後減少が見込まれる統合失調症の入院患者の減少を一層加速.

※ 入院医療の充実による一層の地域移行、精神科救急医療や在宅医療等の地域医療の充実、障害福祉サービスの

一層の計画的な整備等の施策を推進。

※ 平成26年の改革ビジョンの終期において、平成27年以降における更なる減少目標値を設定し、各般の施策を展開。

O高 齢精神障害者の適切な生活の場を確保するため、介護保険サービスの活用等について検討。

<認知症>
○ 認知症高齢者をできる限り地域・生活の場で支えるという観点や、認知症の専門医療機関の機能を更に明確化・重点

化する観点も踏まえて、精神病床や介護保険施設等の入院・入所機能とその必要量等を明確化。

O BPSD(認知症の行動・心理症状)や、急性期の身体合併症を伴う患者に対応する専門医療機関の確保。
○ 介護保険施設等の生活の場の更なる確保と適切な医療の提供、介護保険サービスの機能の充実等について検討。

※ 生活の場の更なる確保に当たつては、既存の施設に必要な機能を確保した上で、その活用を図るという視点も必要。

<身体合併症>
○ いわゆる総合病院精神科における、精神病床の確保、機能の充実等、一般病床における精神・身体合併症患者の

②疾患等に応じた精神医療等の充実
0気 分障害の早期発見、診断のための、内科医や小児科医等との連携の推進、診療ガイドライン等の作成等による医療の
質の向上。
O依 存症に対する医療の機能強化、依存症のリハビリ施設や自助グループの支援のあり方の検討等、依存症患者の回復
に向けた支援に係る総合的な取組の強化。

O児 童・思春期精神医療に専門的に対応できる医師数の拡大、専門病床,専門医療機関の確保や身体合併症への対応等
の医療提供体制の拡充。



③早期支援体制の検討|
○ 若年者が統合失調症を発症した場合の重症化の予防等のため早期支援体制の構築に向けた段階的な検討の実施。
※ まず、モデル的な実施に着手。その検証を踏まえ、普及について検討。

○ 精神医療の質の向上の取組とあわせて、支援を適切に行うことのできる体制の整備を進めつつ、慎重に早期支援体制
の検討・具体化を進める。

④地域精神保健医療提供体制の再編と精神科医療機関の機能の強化
○ 救急医療、在宅医療等の充実を通じた、患者の身近な地域を単位とする地域医療体制の整備“確保。

○ 加えて、大まかに次のような機能を担う精神科医療機関が必要 (あわせて地域医療体制との連携体制の構築)。
・ 高次の精神科救急を行う精神科病院
・ いわゆる総合病院精神科
・ 高齢者の診療を行う精神科病院
・ 極めて重症な患者に対し手厚い治療を行う精神科病院(ただし、若年患者の入院率や、諸外国の例から考える
と、必要な病床数はごく限定的)
・ その他の専門的な医療機能(児童思春期、依存症等)を有する精神科医療機関

○ 医療計画のいわゆる「4疾病5事業」(特に5事業)として精神医療を位置付けることについて検討。

○ 地域精神保偉の機能の底上げを図るため、地域精神保健を担う行政機関である市町村、保健所、精神保健福祉セ
ンターの機能のあり方と連携体制の明確化、機能強化等について検討。

p 自殺防止対策の観点も踏まえた、地域精神保健の機能の充実を図るための地域レベルでの連携の強化。

⑤精神科医療機関における従事者の確保
精神病床における人員の充実・確保に加え、長期入院患者の病棟等の医療従事者と比べ、在宅医療、救急・急性期医
療、精神・身体合併症に対する医療、各領域の専門医療など、今後需要の見込まれる分野の医療従事者が相対的に増加
するよう施策を推進。

◇薬物療法等について、標準的な治療を促進
寺医療従事者の資質向上
◇実態解明.治療法開発等の研究の推進
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◇相談支援・クアマネジメントの充実強化
◇地域における支援体制づくり
ぐ'居佳薬の福祉サービスの確保
ぐ'精神障害者の地域生活を支える医療体制の充実

これまでの取り組みと成果

・ 精神保健医療福祉の改革ビジョンの目標 (誰もがかかりうることへの理解)には一定の進捗がみられる
。一方、統合失調症に対する理解が大きく遅れている

国民一般を対象とした啓発

争国民一般への書発から、夕…グットを明確化した普及書発ヘ

゛『だれに』 r何を』『どのように』伝えるかを明確に
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ピァサポートの推進等による精神障害者自身への啓発を推進

地域移行を着実に進めること等により、地域住民に対して精神障

害者と触れ合う機会や精神障害者から学ぶ機会を充実

学齢期等の若年層とそれを取り巻く者を対象に、早期発見・早期

対応による重症化防止を図るために、適切なメッセージと媒体に

よる普及啓発を実施

医療関係者、報道関係者など対象に応じた普及啓発の基礎資

料として、統合失調症をはじめとする精神疾患の正しい理解を促

すためにインターネ

'卜

等の情報源を整備し、治療法・支援策、研
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|■●1認知症に関する自標値■■:■■■||‐ ||‐
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29%以上

これらの目標により、精神病床35,1万床 (H19.10)
にっいて、約シ万床相当の減少が促進される

<目標値に基づく各都道府県の基準病床数の合計>
平成2■年現在:31.3万床 平成27年 (試算):28.2万床
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がん予防及び早期発見の推進

○ がん予防の推進  :
○ がん検診の質の向上等

がん医療の均てん化の促進等

O専 門的な知識及び技能を有する医師、その
他の医療従事者の育成

O医療機関の整備等
○ がん患者の療養生活の質の維持向上

○ がん医療に関する情報の収集提供体制の整

備等  :

研究の推進等

〇 がんに関する研究:の促進
`

○ 研究1成果の活用

○ 医薬品及び医療機器の早期承認に

資する治験の促進

O 臨床研究に係る環境整備
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対策推進基本計|1繊曇葎由■1角論議|●

(1)放射線療法・化学療法の推進ヽ
これらを専門的に行う医師等の育成:

(2)治療の初期段階からの
緩和ケアの実施

(3)がん登録の推進

1.がん医療
①放射線療法及び化学療法の推進並びに医療従事者の育成
②緩和ケア ③唯宅医療 ④診療ガイドラインの作成 C【の他
☆ すべての拠点病院において、放射線療法及び外来化学療法を
実施【5年以内】                 ,
☆ すべてのがん診療に携わる医師が研修等により、緩和ケアにつ
いての基本的な知識を習得【10年以内(運用上5年以内)】

2.医療機関の整備等

☆ すべての2次医療圏
において、相談支援セ
ンターを概ね1箇所以
上整備 【3年以内】

☆ すべての2次医療日にお
いて、概ね1箇所程度拠点
病院を調置 【3年以内】
☆ 5大がんに関する地域連
携クリティカルバスを整備【5
年以内】

6.がんの早期発見

☆ がん検診の受診率について、
50%以上とする【5年以内】

☆ がん対策に資する
研究をよリー層推進



放射線治療の充実

副作用が少ない新しい放射線治療法を保険導入

C)強度変調放射線治療(IMR丁)3,000点 (1回目)
放射線治療における充実した安全管理体制の評価

C)医療機器安全管理料2 1,000点
日常 生 活 を送 りなが ら、通 院 で受 け られ る体 制 を評 価

C)外来放射線治療加算  100点

化学療法の充実

>日 常生活を送りながら、通院で受けられる充実した体制を評価
C)外来化学療法加算1(区分新設) 500点

>が んの手術に際し、リンパ浮腫を防止するための
指導を評価 ① リンパ浮腫指導管理料 100点

>リンパ浮腫の重篤化予防のための弾性着衣(ストッキング等)を

>地 域のがん診療の確保のため「がん診療連携拠点
病院」の評価を充実   がん診療連携拠点病院加算 200点 → 400点

緩和ケアの普及と充実 ～痛みのないがん治療を目指すん

>WHO方 式によるがん性疼痛治療法に従つて、麻薬を処方し
痛みを緩和することに対する評価を創設

① がん性疼痛緩和管理指導料 100点

>緩 和ケアチームを充実し評価を引き上げ
緩和ケア診療加算 250点 → 300点

>緩 和ケア病棟の役割の見直し(終末期だけなく緩和ケアの導入や
在宅がん患者を診る医師の後方支援を行う)

>在 宅で使用する麻薬等の注射薬、医療材料の対象範囲の拡大

保険導入 (療養費払い) O (年間2回計4セット給付 )



認知症対策について

実態把握

>正確な認知症員者数や、
認知自 こ関わる医療・介護
サービス利用等の実態は
ョF日月         |

研究開発

>幅広い分躙こわたり研究
課題を設定しており、重点
fヒが不足

医療対策

>専門医療を提供する医師
|ゃ医療1襲間が不十分
>,PSDの適切な治療が行
われていない
>重篤な身1杢床二の治療が
円 ,骨でない

適切なケアの普及

ン署知症ケアの質の施設・事業所闘
格差
>医痩との連携を含めた地ヨケア
が不+分
》地域全体で認知症の人や家族を
支えることが必要     

‐

>認知症の人やその実族に対 する
IB談体制が不十分 :

若年性認知症

>若年性認知症に対する国
民の理解不足
>「医療」・「福祉」・「就労」
の連携が不十分

医 から介護への切れ目のないサービスを提供
:認rll圧狭思医療センターの:連携担当者」と地域包枯支援センターのI認知症運携担当者」が連携し、切れ目のない医療と介 :
:護のサービスを提供するとともに、地域771=対する専門的な支援を実施                      :

>各ステージく0発症予防対
気 ②診断技術向上、O治
療方法開発、④発症後対

応〉毎の視点を明確にした

研究開発の促進

>医学的に診断された認知
症の有病事の早急な調査
>要介護認定で使用されて
いる「認知症高齢者の 日常

生活自立度」の見直し

>早期診断の促進
>BPS D急 性期の適切な医
療の 提薔
>身体合併症に対する適切
|な対応

>認知症ケア1票準化・高度fヒ
H二療との連携を含めた地域ケ
アf本制の強化
藩任もが自らの間順と言札
■認タロ薩口関する理解の普及

鵞懸鍋翻魔蒙

>若年性認知症に関する
「 相談」から「医療」・「福

祉」・「就労」の総合的な
支援

関係機関とのネットワーク(相談 =支援体制 )
(認知症疾患医療センターの設置市域)

・専門医療へのつなぎ
・情報提供

(全国150カ所 )

○認知症専門医療の提供
・ 鑑別診断
・ 周辺症状の急性期対応
・ 身体合併症対応
・ かかりつけ医との連携

○違構担当者(psw等 )を配置
・ 患者。家族への介護サービス情
報の提供、相談への対応
・ 医療情報の提供等、介護サービ
スとの連携

市内の他の地域包括支援センター

【業務内容】
・ 認知症疾患医療センターとの相談・連絡
・ 権利擁護の専門家等との相談・連絡
・ 他の地域包括支援センターヘの専門的な認知
症ケア相談、定期的な巡回相談、具体的な援助
等

・介護認定相談
・介護へのつなぎ
・情報提供 (定期的 (毎週))

(専門医療の利用)

(相談・援助)

… … … … …

1・ 1



認知症の医療・介護体制 【今後の精神保健医療福祉のあり方等に
関する検討会報告書 H21.9.24】

連携の

強化
必要な支援 機能の強化対象の1明確4ヒど|

挙‐琴旱9‐愕爆|‐|
‐  |   |1  1 ■ :■

1認知症の有病1率や
■認知症に関わる医■
l‐療1介護サニビスの■
1実態等に関する調査|
|の早急な実施|■ ■

|■ 1彎‐1守肇 ,|
■入院が必要な認知|

1痣?,言督,す11
11‐   1 ‐  |‐ 1 1‐ ||| |‐ .. 11 `

|■藉神病魚認熱差||

・専門医療機関の機能の重点化
・認知症疾患医療センターの機

能の拡充・整備、
→認知症病棟等の体制の充実
→身体合併症に対応する機能

の確保
・精神科病院における、身体合併

症への一定の対応

・早期の鑑別診断・確定診

断、療養方針の決定・見

直し

・BPSD(認知症の行動・心
理症状)に対する介護的

支援・医療の提供

・身体疾患に対する医療
の提供 ・一般病床及び療養病床の認知

症対応力の強化

・認知症に対応した外来医療

“介護保険施設等における施設に

おける適切な医療

医壌  虐         
認知

・ADLの低下やIADLの著
しい低下に対する介護的
支援の提供

・介護保険施設等の適切な環境を

確保した生活の場の更なる確保
・介護保険サービスの機能の充実

療‐認闊新薇舗妊‐た‐‐療肝”酵耐詳雄絣威“岬げ一朝一一彬

認知症の医療体制 (イメージ)



肝炎対策の推進

【施策の方向性】
○ 肝がんへの進行予防、肝炎治療の効果的促進のため、経済的負担軽減を図る。
O検 査・治療・普及・研究をよリー層総合的に推進する。
○ 検査未受診者の解消、肝炎医療の均てん化、正しい知識の普及啓発等を着実に実施していく。

インターフェロン治療における

専門医療機関とかかりつけ医の治療連携

肝疾患に関する専門医療機関

治療方針決定1治療導入■
‐l       専門的医療の提供

(共通診療計画作成・副作用説明)l (治 療方針の確認・冨1作用対応・肝がんスクリーニング)
く治療導入後2週間>■  ‐l           <月 1回 >

0   0 0

紛 紛

―
圏
―
圃
―

日常診療
<毎週>

(内服処方・注射・副作用チェックのための検査等)

かかり●け医

7.インター71コン療法の促進0/_拗¨
○ インターフェロン治療に関する医療費の助成の実施

2"税寿ウくヽ 入検査の促進

○ 保健所における肝炎ウイルス検査の受診勧奨と検査体制の整備

○ 市町村等における肝炎ウイルス検査等の実施

a盗 農 梨 物 監農 筆 釜 ″安′いの肝炎治療の推進、肝硬変 "膨ヤん患者への武藤

O診 療体制の整備の拡充
O肝 硬変・肝がん患者に対する心身両面のケア、医師に対する研修の実施
イ.国民

=こ
対 売 歴 ιι〕知識の昔髪と理解

○ 職場や地域などあらゆる方面への正しい知識の普及

二 研究の推進

○ 肝炎研究7カ年戦略の推進
○ 肝疾患の治療等に関する開発口薬事承認・保険適用等の推進

連

携

いたインターフェロン治

(24週γ72週 )
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未承認薬,適応外薬解消に向けての検討について
欧米では使用が認められているが、国内では承認されていない医療上必要な医薬品や適応 (未承認薬等)を
解消するため、未承認薬等の優先度の検討、承認のために必要な試験の有無・種類の検討などを行う。
未承認薬・適応外薬に係る要望の公募を実施。募集期間は本年6月■8日 から、8月 17日 まで。

(今後の検討の流れ)

<公募する要望の条件>

‐
‐
躙 病lポ管塁?∵ずⅢ
6造慮外葉||■ |: :: |1  1
晨来4が自あしヽすれぶあ国そ承認(基

|1訳霜 警響寧?FT'含 ,I亨Ⅲl

「辱療上その必要性が高い」とは次の(1)及び(2)の両芳に該当するもの
(1)適応疾病の重篤性が次のいずれかの場合
:ア 生命の重大な影響がある疾患(致死的な疾患)
イ病気の進行が不可逆的で、日常生活に著しし`影響を及ぼす疾患
ウ その他日常生活に著しい影響を及ぼす疾患
(2)医療上の有用性が次のいずれかの場合      |
7既 存の療法が国内になぃ           :
イ 欧米の臨床試験において有効性。安全性等が既存の療法と比べて明らかに
優れている                  .|
ウ 欧米において標準的療法に位置づけられている




